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令 和 ８ 年 度 税 制 改 正 要 望 事 項 （ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ） 

（国土交通省不動産・建設経済局地理空間情報課地籍整備室） 

項 目 名 令和６年能登半島地震による側方流動に起因する土地境界問題への対
応のための登記に係る登録免許税の特例措置の創設 

税 目 登録免許税 

要

望

の

内

容 

 
【要望の内容】 
令和６年能登半島地震による側方流動に起因する土地境界問題への対応とし

て、石川県の一部の地域において実施される地籍再調査の調査地域内の土地に
ついて、地籍再調査の結果を踏まえて土地所有者から申請される所有権の移転
の登記等に係る登録免許税の免除措置を新設する。 
 
【関係条文】 
登録免許税法（昭和４２年法律第３５号）第９条 別表第１ 

 

 平年度の減収見込額 ―  百万円 

(制度自体の減収額) (    ―  百万円) 

(改 正 増 減 収 額 ) (    ―  百万円) 
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⑴ 政策目的 

令和６年能登半島地震による側方流動に起因する土地境界問題が生じてい
る石川県の一部の地域において、当該問題への対応として土地所有者から申
請される所要の登記に係る負担を軽減することで、当該問題への対応の円滑
化を図り、ひいては被災地の復旧・復興に寄与する。 

 

⑵ 施策の必要性 

１ 令和６年能登半島地震の影響により、石川県において液状化現象に伴う側
方流動が大規模に発生した。側方流動が発生した地域では、公法上の境界
（筆界）と実際の土地の現況との間にずれが生じているため、被災地の復
旧・復興に当たり、この状況を早急に解消する必要がある。 

２ 側方流動に起因する土地境界問題への対応については、令和７年５月に、
国（国土交通省及び法務省）、石川県、被災市町及び専門家等で構成するプ
ロジェクトチームを立ち上げ、具体的な対応等について検討を進め、被災市
町においては、令和７年度以降、まずは境界のずれがどの程度あるかを把握
するための地籍再調査を実施し、地籍再調査の結果を踏まえ境界のずれの大
きさや規模に応じて、適切な対応を実施していくこととしている。 

３ 境界のずれを解消する方法として、ずれが生じている部分の土地の分筆の
登記をした上で、関係当事者間の合意に基づいて当該部分の所有権の移転の
登記をする方法がある。ずれが生じている部分の土地の分筆の登記について
は、土地所有者の申請により行う方法のほか、前記２の地籍再調査の成果に
基づいて登記官が職権で行う方法があるものの、いずれの場合においても、
分筆後の所有権の移転の登記については、土地所有者が申請する必要がある
ため、土地所有者に一定の負担が生ずる。また、抵当権等の所有権以外の権
利に関する登記がある場合には、それらについても所有権に合わせて抹消・
設定等する必要があり、その登記についても土地所有者等が申請する必要が
あるため、同様に一定の負担が生ずる。 

４ 側方流動に起因する土地境界問題への対応を円滑に進めるため、前記３の
土地所有者等の負担の軽減を図る必要がある。また、地籍再調査の実施には
土地所有者の理解と協力が不可欠であるため、地籍再調査後の対応に係る土
地所有者等の負担を軽減することは、地籍再調査を円滑に進める上でも有効
に働くものである。 

５ 以上を踏まえ、令和６年能登半島地震による側方流動に起因する土地境界
問題への対応として、石川県の一部の地域において実施される地籍再調査の
調査地域内の土地について、地籍再調査の結果を踏まえて土地所有者から申
請される所有権の移転の登記等に係る登録免許税の免除措置を新設する必要
がある。 
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